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    Growth Strategy and the Promotion of Women’s Active Participation 
 
 





して、女性の活躍推進を、「成長戦略」の中核と位置付けた。そのため、2013 年 6 月には「日
本再興戦略」のなかで、2020 年までに指導的地位に占める女性の割合を少なくとも 30%程度、
25 歳～44 歳の女性の就業率を 73%にするという成果目標が設定された。さらに、ここにき
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である。そのため、女性が活躍できる環境整備を推進し、「M 字カーブ問題」の解消に向け、

























それによると、2013 年の 6,577 万人から中長期的には高齢化や人口減少で労働力人口の減少
は避けられず、出生率が回復し（合計特殊出生率が2012年の1.41から2060年に2.07に上昇）、
北欧並みに女性や高齢者の労働参加が進んでも、2060 年には 5,400 万人程度、減少幅 1,170
万人まで減少するとしている。ただし、女性活用などが進まない場合は 3,795 万人、減少幅
は 2,782 万人にまで拡大するという。この場合、30～49 歳の女性の労働力率を 2060 年スウェ
ーデン並みの 90%にまで拡大することが条件となる。 
そのため、女性労働力は最大の潜在的労働力とみなされ、その活用は喫緊の課題となって
いる。安倍首相は 2013 年 4 月、「女性の活躍」を成長戦略に掲げ、6 月には「日本再興戦略」
の中で、2020 年までに指導的地位に占める女性の割合を少なくとも 30%程度、25 歳～44 歳
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の女性就業率を 73%という成果目標を設定している。 
総務省統計局「労働力調査」によると、2014 年の労働力人口は 6,587 万人、男性 3,763 万
人に対し女性は 2,824 万人で、この 10 年間で男性は 142 万人の減少、女性は 87 万人の増加
となっている。うち雇用者数は 5,249 万人、女性は 2,352 万人で雇用者総数に占める女性の割
合は 44.8%である。雇用形態別にみてみると、女性の正規職員・従業員 1,020 万人に対し、
非正規は 1,332 万人で正規を上回り 56.6%を占めるまでになっている。その結果、非正規の
71.2%を女性が占めている状況である。特に 35 歳以上の中高年の女性の場合、この 10 年間
に 335 万人が非正規として労働市場に吸引されている。 
女性雇用者を産業別にみてみると、「医療・福祉」が 521 万人で最も多く、次いで「卸売・
小売業」477 万人、「製造業」282 万人、「宿泊業・飲食サービス業」196 万人と続いている。
女性の約 8 割は、第 3 次産業従事者である。10 年前と比べ増加幅が特に大きいのは、「医療・












諸国のほとんどが「逆 U 字型カーブ」であるのに対し、「M 字型カーブ」は維持されたまま
である。ただし、近年、「M 字型カーブ」は改善されつつある。図表１のように、M 字型は
全体的に上方へ移動しており、底の年齢は 20 歳代後半から 30 歳代へと移動している。これ
まで一番底であった 20 歳代後半は、晩婚化によって、1975 年の 42.6％から 2014 年の 79.3％
へと労働力率は最も高い年齢階級と大きく変化した。一方、晩産化によって、出産・育児期
となる 30 歳代、特に 30 歳代後半は山となる 20 歳代後半より 8.5 ポイント労働力率が落ちて
いるが、1975 年の 20 ポイント以上と比べると大きく異なる。 
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出所：内閣府『男女共同参画白書』2015 年版、51 頁。 
しかも、女性の潜在的労働力率を見てみると、ほぼ「逆 U 字型カーブ」をなしており、実


















出所：内閣府『男女共同参画白書』2015 年版、55 頁。 
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ついては、その中の 72.6％は「男性が 80％以上」と答えており、「男女同程度」はわずか 13.7％
にしか過ぎなかった。一方、定型的業務に従事し、転居を伴う転勤のない一般職の場合、「採




比率を見てみると、2011 年では男性が 88.4％であるのに対し、女性はわずか 11.6％にしか過
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2013 年度の「雇用均等基本調査」によると、ポジティブ・アクションに取り組んでいる企

















る。政府は、指導的地位に占める女性の割合を 2020 年までに 30％程度とすることを目標と
しているが、実現までには大きなハードルがあるといえる。 















出所：内閣府『男女共同参画白書』2015 年版、57 頁。 
注 常用労働者 100 人以上を雇用する企業に属する労働者のうち、雇用期間の定めがない者に 
おける役職者。 
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出所：内閣府『男女共同参画白書』2015 年版、57 頁。 




さらに図表 5 は、10 年前に採用された総合職の男女別職位の割合を示したものであるが、
女性の場合は、既に 65.1％が離職をしており、その層を除くと、63.4％は一般職員のままで
ある。係長相当職は 31.7％、課長相当職は 3.7％で、男性の 48.9％、6.5％と比べると大きな
格差が既に生じていることが分かる。 
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300 人以上の企業の場合、男性が 59.8％であるのに対し、女性は 10.9％にとどまっている。















の取締役の女性割合は、2003 年には 6％にしか過ぎなかったが、2010 年には 44％にまで大幅
に拡大している。
その他にも、民間企業における取締役の比率をスペインでは 2015 年までに男女それぞれ
40％以上、イタリアでは 2015 年までに男女それぞれ 33％以上、オランダでは 2016 年までに
男女それぞれ 30％以上、フランスでは 2017 年までに男女それぞれ 40％以上などの目標が設



























       －中国電力事件の事例－ 
 2008 年 5 月、中国電力に入社して 27 年になる控訴人（女性）は、職能等級の昇格、職位
の昇進において、女性であることを理由に不当な差別を受けたとして、格付け及び職位の地
位確認と損害賠償請求を求めて、広島地裁に提訴した。しかし同地裁は、2011 年 3 月、請求
棄却の判決を言い渡したため、広島高裁に控訴した。ここでは、裁判のなかで開示された資
料を通して、日本企業の女性に対する昇進・昇格差別の一端を検証することにしたい 12）。
同事件の 2 年余りの控訴審のなかで明らかになったのは、以下の点である。 
①控訴人は職能等級を 13 年間（1999 年～2012 年）、一般職の主任 2 級に留め置かれてい
た 13）（図表 6参照）。2008 年時点で、主任 1 級以上の職能等級に格付けされているのは
男性の場合、同期 83 名中 75 名で 90％を占めているのに対し、女性の場合は 35 名中 9
名で約 75％は主任 2 級に留め置かれている（図表 7-1参照）。職位について見てみると、
男性は 37 歳までに約 70％が主任に昇進しているのに対し、女性は 4 名のみが主任に昇
進しており、約 90％は主任には昇進していない（図表 7-2参照）。  
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2014 年 12 月 10 日）。 
注 特別管理職、一般管理職については、資格・職能等級と「主な職位」とが一致しない場合がある。 
図表 7-1 1981 年入社（高卒事務系）職能等級別人員数 
                      （2008 年 4 月 1 日現在） 
                                          （人） 















出所：図表 6 と同じ。 
 
図表 7-2 1981 年入社（高卒事務系）主任発令時年齢別人員数 
                         （2008 年 4 月 1 日現在） 
                                          （人） 















出所：図表 6 と同じ、図表を一部加工。 
 注 1  職能等級と職位は必ずしも一致しているわけではない。主任 2 級、1 級であっても職位としての主
任でない場合もある。 
  2 （  ）は、「発令なし」の全体に占める割合を示す。 











ャレンジの 4 要素）の責任・協力の項目のみが 3 点（要求水準程度であった）、残りの 3 項目
は 4 点（要求水準を上回った）で、総合評定は L3「やや優れていた」であった。翌年以降、
「仕事の成果」の項目は最高評価の 5 点「要求水準を大きく上回った」と評価され、2007 年
には、「仕事の仕方」も 5 点、「責任・協力」も 4 点と評価され、総合評定は L2「かなり優れ
ていた」となっている。能力考課については、評定要素（「知識・技能応用力」、「状況判断力」、
「企画改善力」、「折衝力」、「協力関係向上力」、「指導力」の 6 要素）を 1 点から 4 点で評価
しているが、「協力関係向上力」が一貫して 2 点（現等級に求められる職務遂行力を有してい
る）に留まっている。それ以外の項目は 3 点（一段上位等級に求められる職務遂行能力を有















 しかしながら 1981年入社高卒事務系 118名（男性 83名、女性 35名）の賃金データ分析（2001
年～2011 年）によると、ほとんどの場合が上位は男性、下位は女性によって占められている
ことが分かる。同社の一般管理職・一般職の賃金は、職能等級・クラス別に支給されている
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「基本給」、業績考課結果に応じた昇給額累積の「業績加給」、部下を有する管理者・主任の
区分に応じて支給される「職責給」から構成されている「基準労働賃金」によって決められ
ている。例えば、2001 年の基準労働賃金グラフでは、上位 54 番目までは全員男性、55 番目
が女性、その後 56 番目から 75 番目まで男性が続き、下位部分はほとんどが女性によって占
められている（図表 8-1参照）。2005 年の場合は、上位 72 番目まではすべて男性、73 番目、















出所：図表 6 と同じ。 
 注 世帯手当は除く。 











出所：図表 6 と同じ。 
 注 世帯手当は除く。 
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厚生労働省「第 10 回 21 世紀成年者縦断調査」（2011 年）によると、結婚前に仕事をしてい
た女性のうち、結婚後も就業を継続したのは 71.4％、さらに第 1 子出産後も就業を継続した




児休業法」の施行によって導入され、1995 年 4 月より全面施行されている。その後、介護休
業が加わり、「育児・介護休業法」として現在の制度の枠組みが完成した。 
育児休業制度の利用状況 18）については、取得率でみてみると女性の場合、導入当初の 1996




が出産した男性のうち、育児休業を開始した者）は 1996 年 0.12％、2007 年に 1.56％と 1％台





分かる。さらに育児期に当たる 30 歳代、40 歳代の男性の長時間労働も日本の男性が家事・
育児にかかわれない一要因といえる。 
育児休業後の女性の復職状況については、2012 年 89.8％と約 9 割がもとの職場に戻ってい
るが、10.2％は退職に至っている。取得期間については、2012 年の数値で見ると「10 か月～
12 か月未満」が 33.8％で最も多く、次いで「12 か月～18 か月未満」22.4％、「6 か月～8 か月
未満」8.2％と、法定期間の 1 歳 6 か月以内がほとんどである。 
 育児休業期間中の所得保障については、当初は無給であったが、1995 年の「育児・介護休





間勤務する必要があった。1995 年の給付金給付率は 25％（基本給付 20％、職場復帰給付 5％）
その後も育児休業給付の給付率の引き上げは度々実施されている。2001 年以降は 40％（基本
給付 30％、職場復帰給付 10％）、2007 年以降は 50％（基本給付 30％、職場復帰給付 20％）
が支給されている。また 2010 年 4 月以降は、基本給付金と職場復帰給付金が一体となり「育
児休業給付金」として、すべて休業期間中に支払われることになった。2013 年度の受給者数
は 25 万 6,752 人、この 10 年間で約 2.5 倍に増加している。 







ったのは、「育児・介護休業法」に関連するもので 5 万 2,796 件であった。是正指導件数も同
法関連が最も多く 3 万 415 件であった。紛争解決の援助にかかわるものとしては、都道府県
労働局長による援助申し立て受理件数は 240 件、うち育児休業に関する不利益取扱いが 138
件と最多であった。さらに、両立支援調停会議による調停申請受理件数は 8 件（7 件は育児
休業に係る不利益取扱い）であった。また、労働者からの育児関連での相談内容で最も多か
ったのは育児休業に関するもので 3,734 件、次いで不利益取り扱いに関するもの 1,718 件、所
定労働時間の短縮措置等に関するもの 1,658 件と続いている。 
依然として育児休業等の申し出や取得を理由とした不利益取り扱いが行われているのが現










か解決されず、大きな社会問題となっている。2014 年 4 月時点での待機児童の数は全国で
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2 万 1,371 人、各自治体が保育所を増設したこともあって、2013 年と比べると 6%減少しやや
減少傾向にあるが、引き続き高い水準である 21）。
待機児童については、各自治体によって定義もまちまちで、保育を断念した人が含まれな



















員を 6～19 人の小規模に抑えたもの（認可は 20 人以上、ただし他の基準が OK なら認可とな
る予定）で、東京都ではすでに整備を始めており、地域の子育てニーズに素早く対応できる
メリットがあるといわれている。事業所内保育所も、定員の 4 分の 1 以上を地域住民に開放
することで、現在は 5 年限りの運営費補助が無期限に拡大する。事業所内保育所は、現在は
認可外保育施設扱いで国・地方の公費補助の対象外である。コスト負担が大きいこともあっ
て企業の導入率は約 3％にとどまり、その数も約 1,600 か所に留まっている。新制度の導入に
よって、市町村が認可する事業所内保育所には認可保育所に近い水準の運営費の 6 割程度が
助成されることになる。主に 0～2 歳の乳幼児を預かり職員配置を手厚くすれば 7 割以上の助
成にもなる。さらに複数の事業所が共同で事業所内保育所を設置できる仕組みも導入してい
る。特に中小企業に対し導入を進める狙いである。家庭的保育は、いわゆる保育ママとも呼
ばれ、保育士などが自宅を使用して 3～5 人の子どもを保育する形態である。 
現在、認可保育所は、厚生労働省によると全国に 2 万 4,000 か所（2013 年 4 月 1 日）存在
し、各市町村が設置する公立型と企業や社会福祉法人が運営する私立型がある。国が定めた
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一方、認可外保育施設は、全国に約 7,939 か所（2014 年 3 月末時点）、利用する子どもは
20 万 3,197 人で年々増加し過去最高を記録している。同施設は認可保育所の設置基準を満た
しておらず、都道府県の認可を受けていないが、6 人以上の子供を預かる場合は、設置の際
に都道府県への届け出が義務付けられており、毎年立ち入り調査も受けることになっている。





後児童クラブ（学童保育）は、2014 年 5 月時点、約 2 万 2,000 か所で、うち 7 割は公立であ
る。利用登録している児童は約 93 万 6,500 人、過去最高となった。しかし、受け入れ施設数









ただし、学童保育の指導員約 9 万人のうち 8 割近くは非正規の職員で、勤続年数が長くな




2009 年 6 月の「育児・介護休業法」の改正によって、事業主は 3 歳に満たない子を養育す
る労働者に対し、希望すれば利用できる短時間勤務制度（1 日原則 6 時間）を設けることが
義務付けられた。また併せて、請求すれば所定外労働も免除されることになった。 
短時間勤務制度の導入状況を厚生労働省「雇用均等基本調査」より見てみると、2013 年、
制度ありと答えた事業所割合は 57.7％で、この 5 年間で 18.8 ポイント増加している。同制度
の利用期間については、「3 歳に達するまで」が最も多く全体の 61.6％、次いで「小学校就学

























は、2006 年度から 2013 年度の 7 年間に 5 万 5,000 人から 21 万 1,000 人へ、就職件数は 1 万
4,000 人から 7 万 2,000 人へと拡大している 29）。 
また、インターンシップやトライアル雇用制度の活用も提唱されている。トライアル雇用
制度については、従来は、ニートやフリーターと言った若年層を対象にしていたが、「JAPAN 
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